
年金は地域経済を支える柱

出典:厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」（令和元年度）及び内閣府「県民経済計算」（平成30年度）をもとに小池晃事務所作成 2022年5月31日　参議院予算委員会　日本共産党　小池晃

家計最終消費支出に対する年金総額の割合が
２０％を超える県・・・13県

家計最終消費支出に対する年金総額の割合が
１０％を超える県・・・東京都以外の４６道府県
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